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［成果情報名］ マリ、ニジェールにおける自然資源保全管理のためのガイドラインの整備 
［要約］ マリ、ニジェールの自然資源が劣化しつつある地域において、土地や植生を保全し農
業の持続性を図るため、住民組織や地方行政が一体となって行う自然資源保全管理手法をガイド
ラインと技術マニュアルに取りまとめている。これらは地方行政官が村落住民と共に保全活動を
行う際の手引き書として活用される。 
［キーワード］ 西アフリカ、自然資源保全、土地劣化、土壌保全、植生改善、問いかけ法 
［所属］ 国際農林水産業研究センター 農村開発領域 
［分類］ 行政 A （主要普及成果） 
--------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
［背景・ねらい］ 

西アフリカ半乾燥地帯では、収奪的農業、粗放牧畜、過剰な薪炭材採取等が農業の基盤となる
土地の劣化をもたらしている。この対策としては、土壌や植生など自然資源を保全する技術の導
入と同時に村落住民の保全対策への関わり方が重要となる。村落住民は、問題点の存在を感じて
いても放置することが多く保全対策の実施においては制約事項となる。また、自然資源管理を住
民のみで行うことは難しく、地域の支援体制確立が不可欠である。このため、農業を持続的に営
むための自然資源保全を行う手法として、村土地管理組織と地方行政機関との連携強化を軸とし、
適切な保全技術等を村落活動計画として実施する手法を取りまとめ、ガイドラインおよび技術マ
ニュアルとして提示する。 
［成果の内容・特徴］ 

1. マリ 4 村、ニジェール 2 村の村落住民への実証調査結果から、農業を取り巻く自然資源に関
する課題と、住民のみによる対策が難しく地方行政等の支援が必要なことを明確にしている。 

2. 村落では土壌侵食、森林植生の衰退、肥沃度の低下などの存在が住民に認識されており、土
壌侵食対策、森林保全および農地肥沃度改善を組織的に行うことを住民に提案し、村落活動
計画として住民と連携して立案･実施する手法をガイドラインおよび技術マニュアルに取り
まとめている。 

3. 例えば、村落に現存する課題を引き出し、住民の理解を得ながら問題解決を早めるための手
法として「問いかけ法」を考案している（図 1）。これにより住民がおぼろげながら感じてい
た問題点等を自ら特定・解決することが可能となり、かつ、地方行政官等がファシリテータ
ーとしてこの手法を採用することにより、多くの住民を村落の問題解決に関与させることが
可能となる。 

4. また、ニジェールにおける農事法典(1993)に基づく土地管理制度（図 2）に着目し、自然資源
の保全活動を担う村土地管理組織の設立・運営・資金調達・実施能力の向上手法とともに、
関係する組織との連携強化手法を考案している。これにより自然資源保全活動において直面
する各課題の解決能力を向上させることが可能となる。 

［成果の活用面・留意点］ 

1. ガイドラインは、農業、森林･環境、土木等の地方行政官が村落住民と共に保全活動を行う際
の手順や事例をとりまとめており、実情に沿った内容として活用できる。また、ニジェール
農業大臣、マリ農業省農村経済研究所により認証を受けており、広く普及することができる。 

2. 技術マニュアル（植生保全マニュアル等 10分冊）は、地方行政官が村落住民を指導する際に
必要な情報や手順をわかりやすく示しており、両国の関係部局から高く評価されている。 

3. ニジェール農業省は、農地･自然資源の保全を対象とする土地管理制度の普及にあたって、本
手法を採用した村土地委員会を基盤とした植生改善プロジェクトを実施する意向がある。 
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［具体的データ］ 

図 1 問いかけ法による課題解決 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 ニジェールにおける土地管理制度の地方レベル強化 
［その他］ 
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【課題】
・村土地委員会の組織率は全国村数の約 17％ 
・実態としてほとんど組織的な活動がない 

 

【手順】
①活動計画の障害となる問題が発生した場合、ファ
シリテーターがそれらの問題点を分類する。 
②5W3H*からなる「問いかけ」を行うことにより明
確化した課題を住民と共有する。 
③さらに「問いかけ」によりどのような対策が適切
かを住民と共に具体化する。 
④対策が決定した後、実施にあたり住民の不参加な
ど非積極性が見られた場合、引き続き「問いかけ」
を行いその制限要因を明らかにする。 
⑤これにより課題は解決される。あるいは新たな課
題が摘出された際は同様の手法により共に問題解決
にあたる。* 3Hは How to + How many + How muchを示す
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【成果】 
市土地委員会及び村土地委員
会の連携・能力強化を図り、
村落の自然資源保全能力を向
上できる一体となった組織へ
発展 

【JIRCASが示す強化手法】
ガイドライン・マニュアルを 
利用した 
・土地管理制度の教育 
・財務会計指導 
・技術的な指導･助言 
・村落活動計画の立案助言 


